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研究要旨 

本研究は、更年期から老年期に至る女性の健康問題について、身体的・精神的・社会的要

因を統合的に把握し、包括的支援に資するエビデンスを構築することを目的として実施され

た。近年、女性の就労拡大と高齢化の進展に伴い、更年期以降の健康問題は個人の QOL の

みならず、労働生産性や医療需要にも影響を及ぼす重要な課題となっている。 

まず、文献レビューおよび基礎データ解析により、職域における女性の健康に関する研究

は、月経・更年期関連領域においてエビデンスが乏しく、横断研究に偏在していることを明

らかにした。さらに、更年期女性 3,645 名のデータを用いて、心理・身体・睡眠・人間関係

の 4 因子からなる尺度を開発し、その信頼性・妥当性および欠勤予測能を確認した。 

次に、疫学研究および大規模データ解析により、中高年女性の健康問題の実態と関連因子

を明らかにした。ロコモティブシンドローム（29.1%）および尿失禁（42.7%）は一定の割

合で認められ、肥満、低体重、介護、低収入、うつ症状などがリスク因子として同定され

た。また、働く女性における更年期症状の解析では、中等症以上の割合が約 40%であり、肥

満、婦人科疾患歴、深夜勤務、重量物作業などの身体的・労働関連要因が有意に関連してい

た。さらに、全国規模の医療データ解析により、更年期障害および月経関連疾患の受療率は

近年増加しており、医療需要の高まりが示された。一方で、治療内容は漢方薬が約 40%、ホ

ルモン補充療法が約 30%であった。 

加えて、JMDC データを用いた研究では、ホルモン補充療法の長期使用が乳がんリスクの

上昇と関連することを確認した。また、骨粗鬆症性骨折の予測モデルでは良好な識別能が示

された。さらに、大迫研究のコホートデータを用いた解析では、分娩回数などの生殖因子と

脳虚血性変化との関連が認められ、ライフコースにおける生殖歴が脳血管病変リスクに影響

を及ぼす可能性が示唆された。脳容積との関連についても検討され、生殖因子と脳構造との

関連が一部で認められた。 

以上より、中高年女性の健康は身体的・精神的・社会的要因に加え、生殖歴を含むライフ

コース要因が複雑に相互作用する多層的構造を有することが明らかとなった。本研究は、職

域研究、大規模医療データ、地域コホートを統合した包括的エビデンスを提示した点に意義

があり、今後はビッグデータを活用した個別化予測および縦断研究の深化を通じて、実装可

能な予防・支援戦略の確立が期待される。 
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A．研究目的 

本研究の目的は、更年期から老年期に至る女性の健康問題

について、身体的・精神的・社会的要因に加え、生殖歴を

含むライフコース要因を統合的に把握し、包括的支援に資

するエビデンスを構築することである。特に、女性の就労

拡大および高齢化の進展を背景として、更年期以降の健康

問題が労働生産性や医療需要に及ぼす影響を明らかにし、

職域を含めた実装可能な支援方策の基盤構築を主眼とし

た。 

 

我が国においては、職域における女性の健康問題に関する

研究は依然として限定的であり、特に更年期症状と労働環

境との関連に関するエビデンスは不足している。また、更

年期障害の概念の不明確さ、受療行動の実態、社会的背景

（就労、介護、経済状況）との関連、さらには生殖歴と長

期的健康アウトカムとの関連についても十分に解明され

ていない。 

 

そこで本研究では、①文献レビューによる研究課題を整理

し、②疫学調査により、更年期症状（更年期障害）、ロコ

モティブシンドローム、尿失禁およびうつ症状と、社会的・

労働環境因子との関連を解明する。さらに、③大規模医療

データを用いて、受療実態を把握するとともに、ホルモン

補充療法と乳がんリスク、骨脆弱性骨折の発生リスク、お

よび労働生産性（離職）への影響を評価する。加えて、④

地域コホート研究である大迫研究により、生殖因子と脳虚

血性変化および脳構造との関連を検討することで、中高年

女性の健康問題の多層的構造を統合的に明らかにするこ

とを目的とした。 

 

B．研究方法 

本研究は、文献レビュー、疫学調査、大規模医療デ

ータ解析、および地域コホート研究を組み合わせ、

以下の5つのアプローチにより実施した。 

（1）文献レビューおよび尺度開発 
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我が国における就労女性の健康に関する研究の

現状を把握するため、PubMedおよび医学中央雑誌を

用いたスコーピングレビューを実施し、研究領域お

よび研究デザインの分布を整理した。 

また、更年期女性を対象としたインターネット調

査（n=3,645）を実施し、更年期症状に関する項目に

ついて探索的因子分析および確証的因子分析を行

い、信頼性および妥当性を評価することで尺度開発

した。 

さらに、尿失禁に関するスコーピングレビューを

実施し、尿失禁のタイプ別有病率および関連因子を

体系的に整理した。 

（2）疫学調査（社会因子・労働環境因子） 

中年期女性を対象としたインターネット調査に

より、更年期症状およびうつ症状に関連する社会的

要因（就労状況、介護、経済状況、社会的支援等）

を評価し、ロジスティック回帰分析により関連因子

を検討した。 

加えて、働く女性を対象とした横断研究において、

簡略更年期指数（SMI）を用いて更年期症状を評価

し、肥満（BMI≧25）、婦人科疾患の既往、深夜勤

務、重量物作業などの労働環境要因および身体的要

因との関連をロジスティック回帰分析により検討

した。 

（3）症状疫学（ロコモティブシンドローム・尿失

禁） 

中高年女性を対象とした横断研究を実施し、ロ

コモティブシンドロームについてはロコモ25を、

尿失禁については国際失禁会議質問票短縮版を用

いて有訴率を評価した。 

生活習慣、既往歴、労働状況、社会経済的要

因、社会的支援などを説明変数とし、修正ポアソ

ン回帰分析により関連因子を検討した。 

（4）大規模医療データ解析 

複数の大規模医療データベースを用いて、女性の

健康問題に関する疫学解析を実施した。 

まず、JMDCデータベースを用いて、ホルモン補充

療法（HRT）と乳がん発生との関連についてケース

コントロール研究を実施し、層別ロジスティック回

帰分析によりリスクを評価した。 

また、特定健診データを用いて骨粗鬆症性骨折の

発生予測モデルを構築し、Cox比例ハザードモデル

等によりモデル性能を評価した。 

さらに、全国健康保険協会（協会けんぽ）データ

ベースを用いて、月経関連疾患および更年期障害の

受療率、併存疾患、医薬品処方の年次推移を解析し

た。 

加えて、ナショナルデータベース（NDB）を用い

て、ホルモン補充療法の処方状況および年次推移を

解析し、我が国における治療実態を把握した。 

さらに、更年期障害と労働生産性との関連を検討

するため、協会けんぽデータを用いたコホート研究

を実施し、傾向スコアマッチングにより群間比較を

行い、離職リスクを評価した。 

（5）地域コホート研究（大迫研究） 

地域住民コホートである大迫研究に参加した女

性を対象に、生殖因子（初潮年齢、閉経年齢、生殖

期間、分娩回数）と脳血管病変および認知機能との

関連を検討した。 

脳虚血性変化については画像診断に基づき評価

し、生殖因子との関連を統計学的に検討した。 

さ ら に 、 頭 部 MRI 画 像 か ら Voxel-based 

Morphometry法により脳容積を算出し、一元配置分

散分析および共分散分析を用いて、生殖因子との関

連を評価した。 

インターネット調査による疫学研究においては、

対象者に対して、研究の目的、方法、個人情報の取

り扱い、参加の任意性および不利益が生じないこと

を明示し、同意を得た上で実施した。匿名加工情報

を用い、特定の個人を識別できない形で、プライバ

シー保護に十分配慮した。 

大規模医療データベース（JMDC、全国健康保険協

会データベース、ナショナルデータベース（NDB）

等）を用いた研究においては、匿名加工情報の二次

利用データを使用し、特定の個人を識別できない形

で解析を行った。また、各データベースの利用規約
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および関連法令を遵守した。 

地域コホート研究（大迫研究）においては、秋田

大学大学院医学系研究科倫理審査委員会の承認を

得て実施した（承認番号：２２７１）。研究参加者

から文書によるインフォームド・コンセントを取得

し、収集されたデータおよび画像情報については、

匿名加工情報を用いて解析を行った。 

本研究は、「人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針」に基づき実施した。研究の実

施にあたっては、秋田大学大学院医学系研究科倫理

審査委員会の承認を得て実施した（承認番号：３０

１６）。また、共同研究を含む各研究についても、

必要に応じて各機関の倫理審査を受けた。 

なお、本研究に関連して開示すべき利益相反はな

く、研究の公正性および透明性の確保に十分配慮し

た。また、個人情報保護法および関連法令を遵守し、

データの管理・保管を厳格に行った。 

 

C．研究結果 

本研究では、文献レビュー、疫学調査、大規模医

療データ解析、および地域コホート研究を通じて、

更年期から老年期に至る女性の健康問題に関する

多面的な知見を得た。 

（1）文献レビューおよび尺度開発 

我が国における就労女性の健康に関するスコー

ピングレビューでは、PubMedおよび医学中央雑誌に

おいて抽出された文献を対象に検討を行った。その

結果、月経関連症状、妊娠・出産、不妊など女性特

有の健康課題に関する研究は数・質ともに十分とは

言えず、特に職域における研究は横断研究が中心で

あり、介入研究や縦断研究が著しく不足しているこ

とが明らかとなった。 

また、更年期女性を対象としたインターネット

調査により、心理・身体・睡眠・人間関係の4因子か

ら構成される21項目の尺度を開発した。本尺度は、

探索的因子分析および確証的因子分析により構造

妥当性が確認され、高い内的一貫性を示した。また、

労働生産性指標との関連も認められ、職域における

更年期評価尺度としての有用性が示唆された。 

さらに、尿失禁に関するスコーピングレビューで

は、腹圧性尿失禁（SUI）の有病率中央値は22.9%、

切迫性尿失禁（UUI）は10.4%、混合性尿失禁（MUI）

は8.8%であり、腹圧性尿失禁が最も頻度が高かった。

タイプ別に関連因子の構造は異なり、SUIではBMI、

出産特性、骨盤底機能に関する要因が、UUIでは年

齢、全身状態、心理的ストレスが関与していること

が示された。 

（2）疫学調査（社会因子・労働環境因子） 

中年期女性を対象とした疫学調査では、更年期症

状およびうつ症状が、就労状況、介護の有無、世帯

収入、社会的支援などの社会経済的要因と有意に関

連していた。特に、介護負担や低収入は症状の悪化

と関連した。一方、友人や家族からの社会的支援は

症状軽減に関連する保護因子として機能していた。 

また、働く女性を対象とした解析では、簡略更年

期指数（SMI）を用いた評価において、中等症以上

（SMI≧26）の更年期症状を有する者は約40%であ

った。ロジスティック回帰分析の結果、肥満（BMI

≧25）、婦人科疾患の既往、更年期状態（閉経周辺

期・閉経期）、重量物作業（1日1回以上）、月1回以

上の深夜勤務が有意な関連因子として同定された。

これらの結果は、労働環境が更年期症状に影響を及

ぼす重要な要因であることを示唆している。 

（3）症状疫学（ロコモティブシンドローム・尿失禁） 

中高年女性を対象とした横断研究では、ロコモテ

ィブシンドロームの有訴率は29.1%であり、肥満、介

護経験、低収入、整形外科的疾患、うつ症状、過活

動膀胱などが有意な関連因子であった。一方、身体

活動や社会的支援はロコモティブシンドロームの

有訴率低下と関連していた。 

尿失禁の有訴率は42.7%であり、肥満（過体重）お

よび低体重、介護、整形外科的疾患、喫煙、飲酒、

うつ症状、ロコモティブシンドロームなどが関連因

子として同定された。特に低体重がリスク因子とし

て示された点は新たな知見であり、尿失禁を単なる

加齢現象として扱うのではなく、生活背景を含めて

包括的に理解する必要性が示された。 
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（4）大規模医療データ解析 

JMDCデータベースを用いた解析では、ホルモン

補充療法（HRT）と乳がん発生との関連を検討した。

その結果、HRT使用者において乳がん発生リスクの

上昇が認められ、特に3年以上の長期使用でリスク

の増加が認められた。 

また、特定健診データを用いた骨粗鬆症性骨折の

予測モデルでは、40～60歳女性を対象とした解析に

おいて、追跡期間中央値35か月で5,296件の骨折が確

認され、構築されたモデルのAUCは0.76と良好な識

別能を示した。 

全国健康保険協会データベースを用いた解析で

は、2015年度から2022年度にかけて更年期障害の受

療率は増加傾向を示し、医療需要の高まりが確認さ

れた。また、更年期障害と診断された女性の約75%

が何らかの医薬品を使用しており、その内訳は漢方

薬が約40%、ホルモン補充療法が約30%であった。 

さらに、ナショナルデータベース（NDB）の解析に

より、ホルモン補充療法の処方状況は年次的な変化

が認められ、我が国における治療実態の一端が明ら

かとなった。 

加えて、更年期障害と労働生産性の関連を検討し

た結果、更年期障害あり群の離職率は16.6%、なし群

は22.6%であり、更年期障害あり群で逆説的に低い

結果が得られた。この結果については、診断に至る

集団の選択バイアス、特にhealthy worker survivor bias

（健康な人だけが職場に残ることで、曝露の悪影響

を過小評価する現象）の影響が示唆され、解釈には

慎重を要する。 

（5）地域コホート研究（大迫研究） 

大迫研究の解析では、55歳以上の女性を対象に、

生殖因子（初潮年齢、閉経年齢、生殖期間、分娩回

数）と脳構造との関連を検討した。 

分娩回数などの生殖歴は脳虚血性変化と関連し

ており7)、生殖要因が脳血管病変のリスクに影響を

及ぼす可能性が示唆された。 

また、頭部MRI画像を用いた解析では、一部の脳

領域において生殖因子との関連が認められたもの

の、明確な線形関係は確認されず、ホルモンやライ

フイベントが脳構造に及ぼす影響については、より

長期的かつ多面的な検討が必要であると考えられ

た。 

 

D．考察 

本研究では、文献レビュー、疫学調査、大規模医

療データ解析、および地域コホート研究を通じて、

更年期から老年期に至る女性の健康問題が、身体

的・精神的・社会的要因に加え、生殖歴を含むライ

フコース要因により規定される多層的な構造を有

することが明らかとなった。 

まず、文献レビューにより、我が国における就労

女性の健康研究は、依然として量的・質的に不十分

であり、特に更年期や月経関連領域においては横断

研究に偏在し、介入研究や縦断研究が不足している

ことが示された。このことは、女性の健康問題に対

するエビデンス基盤が十分に整備されていない現

状を示しており、今後の研究推進の必要性を強く示

唆するものである。 

疫学調査の結果からは、更年期症状やうつ症状は

単なる生理的変化ではなく、就労環境、介護負担、

経済状況、社会的支援といった社会的要因と密接に

関連していることが明らかとなった。特に、働く女

性において中等症以上の更年期症状を有する者が

約40%に達していたこと、さらに深夜勤務や重量物

作業といった労働環境要因が有意に関連していた

ことは、職域における健康支援の必要性を強く示す

結果である。これらの知見は、更年期障害を個人の

問題としてではなく、労働環境を含めた社会的課題

として捉える必要性を示している。 

また、中高年女性ではロコモティブシンドローム

を抱える人や尿失禁を訴える人が一定の割合で認

められ、肥満や低体重、うつ症状、社会的支援など

複数の因子と関連していたことから、中高年女性の

健康問題は単一の疾患ではなく、生活背景を含めた

包括的な健康課題として理解する必要がある。特に

社会的支援が保護因子として機能していた点は、地

域や職域における支援体制の重要性を示すもので
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ある。 

大規模医療データ解析では、更年期障害の受療率

は増加傾向を示しており、医療需要の高まりが確認

された。また、ホルモン補充療法と乳がんリスクの

関連や、骨粗鬆症性骨折の予測モデルの有用性は、

個別化医療の観点から重要な知見である。さらに、

更年期障害と離職との関連において逆説的な結果

が得られたことは、健康な労働者が選択的に残存す

るhealthy worker survivor biasの影響を示唆しており、

大規模データ解析における解釈上の限界にも留意

する必要がある。 

地域コホート研究（大迫研究）では、生殖因子と

脳虚血性変化および脳構造との関連が示され7)、女

性のライフコースにおける生殖歴が長期的な脳血

管リスクに影響を及ぼす可能性が示唆された。これ

らの知見は、女性の健康を生涯にわたる視点から捉

える必要性を支持するものである。 

本研究の強みは、職域調査、大規模医療データ、

地域コホートという異なるデータソースを統合す

ることにより、中高年女性の健康問題を多面的に把

握した点にある。一方で、本研究の多くは横断研究

であり、因果関係の推定には限界があること、自己

記入式調査による情報バイアスの可能性、大規模デ

ータ解析における未測定交絡や選択バイアスの影

響などが限界として挙げられる。 

以上の結果を統合すると、中高年女性の健康問題

は、単一の疾患や要因で説明されるものではなく、

身体的・精神的・社会的要因に加え、ライフコース

要因が複雑に相互作用する多層的構造を有してい

ることが明らかとなった。このことは、医療機関に

おける治療のみならず、職域、地域社会、政策レベ

ルを含めた包括的な支援体制の構築が不可欠であ

ることを示している。 

さらに、本研究で得られた大規模医療データおよ

び疫学調査の知見は、個別化予測モデルの構築と実

装に向けた基盤となる。特に、骨粗鬆症性骨折予測

モデルの開発は、健診データを活用したハイリスク

者の早期同定と予防的介入につながる可能性があ

る。また、更年期症状、尿失禁、ロコモティブシン

ドローム、うつ症状、離職リスクなどについても、

身体的・精神的要因、就労、介護、社会的支援など

の社会的要因を組み合わせることで、個人のリスク

に応じた支援につなげることが期待される。今後は、

これらの予測モデルを職域健診、保険者データ、産

業保健活動、地域保健事業と連携させ、女性の健康

課題を早期に把握し、医療・職域・地域が連携して

支援する実装モデルを構築するとともに、その有効

性を検証する縦断研究および介入研究を展開する

ことが今後の課題である。 

 

E．結論および提言 

本研究により、更年期から老年期に至る女性の健

康問題は、身体的要因（肥満・低体重・疾患）、精

神的要因（うつ・ストレス）、社会的要因（就労、

介護、経済状況、社会的支援）に加え、生殖歴を含

むライフコース要因が複雑に相互作用する多層的

構造を有することが明らかとなった。特に、働く女

性の約40%が中等症以上の更年期症状を有し、深夜

勤務や重量物作業といった労働環境要因が関連し

ていたことは、女性の健康問題が個人の問題にとど

まらず、職域環境と密接に関連する社会的課題であ

ることを示している。 

また、中高年女性ではロコモティブシンドローム

を抱える人や尿失禁を訴える方もおり、複数の生活

環境因子および精神的要因と関連していた。さらに、

大規模医療データ解析により、更年期障害の受療率

は増加傾向であり、医療需要の高まりが確認された。

加えて、更年期障害と離職の関連においては、healthy 

worker survivor biasの影響が示唆され、大規模データ

解析の解釈する上での重要な視点が提示された。 

さらに、地域コホート研究により、生殖因子と脳

虚血性変化および脳構造との関連が示され7)、女性

の健康を生涯にわたる視点で捉える必要性が明ら

かとなった。 

以上の結果を踏まえ、以下の点を提言する。 

第一に、更年期症状を含む女性の健康問題につい

て、医療機関のみならず職域における対応を強化し、

労働環境の改善や柔軟な働き方の導入など、就労と
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健康の両立を支援する施策を推進する必要がある。 

第二に、ロコモティブシンドローム、尿失禁、う

つ症状など多様な健康課題に対し、身体的・精神的・

社会的側面を統合した包括的支援体制を構築し、特

に社会的支援を強化することが重要である。 

第三に、大規模医療データを活用し、更年期障害

の受療実態および治療状況のモニタリングを継続

するとともに、適切な治療選択を支援するための情

報提供および普及啓発を推進する必要がある。 

第四に、生殖歴を含むライフコース要因を考慮し

た健康支援の重要性を踏まえ、長期的視点に基づく

予防戦略を構築することが求められる。 

第五に、本研究で得られた知見を基に、骨粗鬆症

性骨折、更年期症状、離職リスクなどに関する個別

化予測モデルの構築を進め、職域健診、保険者デー

タ、産業保健および地域保健と連携した実装を推進

するとともに、その効果検証を通じて持続可能な支

援モデルを確立する必要がある。 

以上より、本研究の成果は、中高年女性の健康課

題を早期に把握し、個別化された予防・支援へとつ

なげるための基盤的エビデンスである。さらに、今

後の女性の健康支援政策、産業保健および地域保健

における実装可能な支援モデルの構築に資すると

ともに、女性の健康政策および産業保健施策の科学

的基盤として発展することが期待される。 
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